
13.10 土砂還元によるダム下流域の生態系修復に関する研究 

研究予算：運営費交付金（一般勘定） 
研究期間：平 18～平 21 
担当チーム：水環境研究グループ 
研究担当者：萱場祐一、片野泉、皆川朋子 

 
【要旨】 
本研究ではダム下流域における河川生態系の劣化を抑制することを目的として実施される土砂還元の効果を

定量的に評価する手法を確立することを目的として、1)～3)の項目について研究を実施した。1)ダム下流域にお

ける生態系劣化状況を、底生動物群集を対象として明らかにする。また、底生動物群集と環境要因との関係解明

に基づき 2)土砂供給量減少に伴う指標生物を抽出する。最終的に 3)土砂還元の定量的な効果推定手法を確立す

る。以下に結果を示す。1)ダム下流の地点では、細粒河床材料の減少・粗粒化が顕著に見られたが、ダム下流で

流入する支川合流後は、支川により細粒河床材料が再供給されて粗粒化が改善していた。また、ダム下流の底生

動物群集は、個体数の著しい増加にもかかわらず群集の種多様性は低かったのに対し、支川流入後の底生動物群

集はタクサ数の増加により種多様性の増加がみられた。細粒河床材料と、流下物量・組成に関する因子の 2 つは、

底生動物の群集変化に強く関わっている可能性があることが示された。2)なるべく多くのダム河川に適応できる

普通種であること、見付けやすく調査が容易・安価であること、河床に強く依存して生息することなどの条件か

ら、携巣型・掘潜型の底生動物を候補として GLMM による解析を行った。この結果、ヤマトビケラが最も指標

として有用であることが示された。3)ダム直下から支川合流地点、支川合流地点間を評価対象のセグメントと捉

えて、評価対象となるセグメントを選定し、対象セグメント内の土砂還元地点下流においてインパクトサイトを

設置すること、また、BACI(Before After Control Impact)デザインに基づきコントロールサイトを支川等に設置

する必要性を述べた。また、二元配置の分散分析に基づき土砂還元効果を推定する手法について述べた。 
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1. はじめに 

日本の国土には、およそ 2700 基のハイダム（堤高

15m 以上のダムと定義する）が存在し、これは世界

第 4 位のハイダム数、世界第 3 位のハイダム密度であ

る。しかし、数多くのハイダムが存在するにもかかわ

らず、日本のハイダム下流の物理環境や生態系機能に

どのような改変が見られるのか、それを検証した研究

はほとんどない 1)。いっぽう海外、とりわけ北米・ヨ

ーロッパにおいては、貯水ダム（ハイダムの中でも大

型のものと定義する）は、河川縦断方向における流

量・水温・土砂量・流下物量などの変動パターンを変

えるため、下流の物理環境や、生物相などの生態系機

能に影響を与えることが数多く報告されてきている
2)。しかし、これら既往研究の多くは河川勾配･流量変

動が緩やかな大陸性の河川で行われてきているため、

海外のダム河川での事例をそのまま日本のダム河川

に適用することは難しい。なぜなら日本の河川は、島

国であるが故に勾配が大きく、かつ温帯モンスーン気

候であるため、流況の季節的変化が大きいという、大

陸性河川とは異なる特徴を持つからである 3)。河川環

境に対する影響をいかに低減させるかが大きな課題

となっている今日、日本における貯水ダム下流域の物

理環境・生態系機能の劣化状況を客観的に把握し、適

当な修復手法を評価・提案することは急務であるとい

える。 
日本の多くの貯水ダムでは、ダム貯水池に溜まった

堆積土砂対策として、浚渫した土砂をダム下流に仮置

きする「土砂還元」が行われている。また、貯水ダム

下流域で劣化した付着藻類は、漁業資源であるアユの

餌として重要であることから、この質的改善を目指し

た土砂還元も、近年いくつかのダムで試験的に行われ

ている。このような土砂還元事業の、下流生態系に影

響を及ぼすメカニズムとしての本質は「土砂の再供

給」であると考えられる。海外での既往研究によると、

このような土砂の再供給（例えば、ダム下流域におけ

る支川の流入や、本川の河岸崩落等による土砂供給）

は、貯水ダム下流域で顕著にみられる河床粗粒化を改

善し、河川生物のハビタットを改善することで、ダム



下流域の生態機能を回復させる可能性があるといわ

れている 4)。よって、近年実施されている土砂還元事

業も、これに準じた河川環境修復効果を持つと予測さ

れる。しかし、前述のように日本のダム下流域の劣化

状況が未解明であることから、土砂還元の生態系修復

効果の評価は不十分であり、効果的な土砂還元手法も

また、未確立な状況にある。 
そこで本研究では、(1)日本における貯水ダム下流

域生態系の劣化状況を集中的に調査することにより、

どのような生物がどのような要因により減少・増加し

ているかを、野外河川における現地調査で明らかにす

ること、(2)土砂供給量の減少を客観的に計測できる

物理環境要因と、土砂供給量の減少を適切に反映する

生物タクサを抽出し、土砂還元の指標種を選定するこ

と、そして、土砂還元を行う際の評価手法を確立する

こと、の３点を目的としている。 
 
2. ダム下流域における生態の劣化状況の解明 

2.1. 調査地概要と方法 

調査地として、岐阜県恵那市にある阿木川ダム（木

曽川水系・阿木川）周辺を設定した（図 2.1）。阿木川

ダムは、1990 年に竣工したロックフィルタイプの多

目的ダム（用途：洪水調節、上水道用水、工業用水、

不特定用水）で、その流域面積は約 81.8 km2であり、

ダム湖である阿木川湖の湛水面積は約 1.58 km2、平

均貯水量は 4.8×107 m3となっている。阿木川ダムは、

水質保全対策として選択取水等の設備が整えられて

いるダムで、 2002 年－2005 年における平均的な流

況からみると、5 月から 10 月までの期間は降雨・水

需要に合わせて頻繁に流量を上げるため流況は変動

的であり、11 月から翌年 4 月までは、平均流量 1.3 m3・

ｓ-1の安定した流況を保っており、流況としては日本

中部以西の典型的な貯水ダムであるといえる。 
阿木川流程には、阿木川ダムから約 2.8km下流地点

において、支川である飯沼川が流入している。この飯

沼川の流域面積は流域面積 23.9km2 なので、流域面

積で換算した本川に対する支川の流入比（支川／本

川）は約 0.3 となり、飯沼川は中規模程度の支川であ

ると考えられる。本川である阿木川がダムによる人為

的な流況改変を受ける一方、支川である飯沼川は全体

として自然流況が保たれている。また、阿木川・飯沼

川の地質は共に風化花崗岩であるため、砂を多く運ぶ

川であると考えられ、支川による土砂の再供給が予想

される。 
この阿木川流程に 3 調査区・12 地点（UD:ダム上

流 4 地点、DD:ダム下流・支川流入前 4 地点、DC:ダ
ム下流・支川流入後 4 地点）、支川である飯沼川流程

に 1 調査区（TR:支川 4 地点）を設け、流況の安定し

ている時期に相当する 3 月中旬に、物理環境調査・生

物（底生動物）採集を行った。物理環境調査では、各

調査地点の平瀬においてコドラートを設定し（50×50 
cm2、 n = 3）、可能な限り網羅した環境要因（水温、

溶存酸素量、電気伝導度、水深、流速、河床材料割合、

底質粗度、掃流砂量、濁度、付着藻類現存量、堆積

POM（粒状有機物）量、流下 POM 量等）を測定し

た。環境要因の測定後、同コドラート内の底生動物は

0.25 mm-mesh サーバネットを用いて全て採集した。

底生動物はすみやかにホルマリン固定した後、実験室

へ持ち帰り、可能な限り下位レベルまで同定・分類し

た。その後、個体数・タクサ数を測定し、加えて多様

性指数H' を計算し、それらを各調査地点で比較した。 
2.2. 結果と考察 

測定した環境要因のうち、代表的な要因について調

査区ごとに比較した結果を図 2.2 に示す。水温は流程

に沿った変化が見られ、選択取水設備による効果が現

れていることが確認できた（深層取水を行うダムで多

く報告されているような、ダム下流での水温低下は見

られなかった）。しかし、細粒河床材料割合と、掃流

砂量はダム下流（DD）で顕著な減少を示した。これ

らの減少は支川合流後（DC)には、ダム上流側（UD)

図2.1 調査地地図：数字は調査地点番号を、アルファ

ベットは設定した４つの調査区を示す。UD:ダム上流域

（Sts.1-4）、DD:ダム下流・支川合流前（Sts.5-8）、DC:

ダム下流・支川合流後（Sts.9-12）、TR:支川（Sts.13-16）。

灰色の●は、土砂還元地点を表す。 



または支川（TR)と同じレベルへと戻る方向で、増加

傾向にあった（図 2.3 に、各調査区のコドラートから

採集された河床材料を示す。細粒河床材料がほとんど

採集されていないのは DD のみであることがわかる）。

底質粗度もこの結果を反映し、ダム下流では粗粒化が

著しかったのに対し、支川合流後は、ダム上流側・支

川と同レベルまで粗粒化が改善されていた。一方、底

生動物のろ過食者にとって栄養価の高い重要な餌資

源と考えられる動物プランクトン量は、ダムの下流

（DD)においてのみ顕著な増加を示したが、それ以外

の調査区ではほとんど見られなかった。水深・流速・

付着藻類現存量といった環境因子に関しても同様で、

ダム下流においてのみ水深は大きく、流速は小さく、

付着藻類現存量が多い傾向が見られた。その他の測定

環境要因、溶存酸素、電気伝導度、濁度、堆積 POM
量については、河床生態系の機能に大きく影響するよ

うな、意味のある顕著な変化を調査区間で示している

とは認められなかった。 
各調査地点で採集された底生動物の個体数とタク

サ数の結果を、図2.4に示す。採集された底生動物は、

トータル 172 タクサ 233、934 個体にのぼる。底生動

物の個体数は、ダム下流の St.5-8（DD）において顕

著な増加を示した。しかしタクサ数には、ダム下流地

点において個体数で見られたような顕著な増加は認

められず、上流から下流に向かって徐々に増加する傾

向があった。すなわち、ダム下流においてはある特定

のタクサのみ（複数）が顕著に優占していることが考

えられる。実際に多様性指数 H'を計算したところ、

支川（TR）や支川合流後（DC）に比べ、ダム下流の

H' は低い値を示していた。この結果から、ダム下流

においては群集の種多様性が減少しているが、この減

少した多様性は、支川の合流によって改善される（多

様性が増加する）ことが示された。 
各調査区の底生動物群集において、優占していたタ

クサは次の通りである（ここでは、各群集の上位優占

種から累積していき、その群集の 80%程度の個体数

を占めるに至るまでのタクサを優占タクサと定義し

た）。ｴﾘﾕｽﾘｶ亜科やﾌﾀﾊﾞｺｶｹﾞﾛｳは各調査区で共通して

優占していた。それ以外の優占タクサは、ダム上流

（UD)ではﾅｶﾞﾊﾅｺﾋﾒﾐﾐｽﾞ・ﾔﾏﾕｽﾘｶ亜科・ﾄｹﾞﾏﾀﾞﾗｶｹﾞﾛ

6.0

7.0

8.0

小礫・砂の占める割合

0

10

20

30

Substrate coarseness

3.0

3.5

4.0

4.5

Bedload (mg m-3)

0
10
20
30
40

Zooplankton (N. ind. m-3)

0

50

100

150

UD DD DC TR

水温

細粒河床材料の割合

底質粗度

掃流砂量

動物プランクトン量

℃
％

m
g 

m
-
3

w
at

e
r

N
 i
n
d.

 m
-
3

6.0

7.0

8.0

小礫・砂の占める割合

0

10

20

30

Substrate coarseness

3.0

3.5

4.0

4.5

Bedload (mg m-3)

0
10
20
30
40

Zooplankton (N. ind. m-3)

0

50

100

150

UD DD DC TR

水温

細粒河床材料の割合

底質粗度

掃流砂量

動物プランクトン量

℃
％

m
g 

m
-
3

w
at

e
r

N
 i
n
d.

 m
-
3

図 2.2 各環境因子の変動パターン：水温、細粒河床

材料の割合、底質粗度、掃流砂量、動物プランクトン

量についてのみ示す。 
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図2.3 各調査区で採集された河床材料：複数のバッ

ト（縦横約62×43ｃｍ）全内容物が、0.25ｍ2コドラ

ート内から採集された全河床材料である。
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図 2.4 採集された底生動物の個体数とタクサ数：

0.25ｍ2 コドラート内の、底生動物個体数（黒棒）と

タクサ数（白丸）を調査地点ごとに示す。 



ｳ属・ﾔﾏﾄﾋﾞｹﾗ属までが、ダム上流群集の 82％を占め

ていた。同様に、ダム下流（DD)ではｱｶﾏﾀﾞﾗｶｹﾞﾛｳ・

ﾐｽﾞﾐﾐｽﾞ亜科、ｼﾏﾄﾋﾞｹﾗ属、ﾋﾒｼﾛｶｹﾞﾛｳ属が 79％を、支

川合流後（DC)ではｷｲﾛｶﾜｶｹﾞﾛｳ・ﾐｽﾞﾐﾐｽﾞ亜科・ｳｽﾊﾞｶﾞ

ｶﾞﾝﾎﾞ属・ｾﾝﾁｭｳ・ﾋﾒｼﾛｶｹﾞﾛｳ属・ﾔﾏﾄﾋﾞｹﾗ属が 77％を、

支川（TR)ではﾐｽﾞﾐﾐｽﾞ亜科・ﾅｶﾞﾊﾅｺﾋﾒﾐﾐｽﾞ・ﾄｹﾞﾏﾀﾞﾗ

ｶｹﾞﾛｳ属・ﾔﾏﾄﾋﾞｹﾗ属・ﾋﾒﾋﾗﾀｶｹﾞﾛｳ属が群集の 73％を

占めていた。これら優占種を生活型 5）で区分してみる

と、ダム上流域や支川では、細粒河床材料を生息場や

巣材として利用するﾅｶﾞﾊﾅｺﾋﾒﾐﾐｽﾞ・ﾔﾏﾄﾋﾞｹﾗ属などの

掘潜型・携巣型のタクサが特徴的であるが、ダム下流

においてはこれら掘潜型・携巣型タクサの優占は全く

見られない。代わってダム下流で優占するのはｱｶﾏﾀﾞ

ﾗｶｹﾞﾛｳ・ﾐｽﾞﾐﾐｽﾞ亜科、ｼﾏﾄﾋﾞｹﾗ属などの匍匐型・造網

型タクサであり、これらは摂食機能群ではろ過食者や

堆積物食者に相当する 6）、7）。また、支川合流後の群集

は、匍匐型・造網型に加え、携巣型も優占する群集と

なる。このような底生動物の変化は、環境要因の変化

に対応していると考えられる。すなわち生活型の変化

は、河床における細粒河床材料の割合を反映しており、

摂食機能群の変化は、流下プランクトン量や付着藻類

現存量など、餌資源の有無・量を反映していると考え

られる。 
このような底生動物群集の変化に影響を強く与え

ていると考えられる環境因子は、多変量解析を用いて

推定することができる。この結果からは、とりわけ細

粒土砂量に関する因子（河床材料における小礫割合、

底質粗度）と河川水中の流下物量（とくにプランクト

ン量）に関する因子の、あわせて２因子が各調査区の

底生動物群集の違いを説明するのに重要な要因であ

ることが示唆された。 
海外の既往研究では、ダムの下流域では細粒河床材

料が著しく減少し、粗粒化が顕著にみられるが、支川

による細粒河床材料の再供給により、支川流入後は粗

粒化が改善されるといわれている 8)。阿木川ダム周辺

における本研究も、支川による細粒河床材料の再供給

の機能が、ダム下流域の粗粒化を効果的に改善してい

ることを明らかにした。本研究の支川である飯沼川は、

阿木川ダムの 2.8km 下流で流入する支川であり、支

川流入後に初めて粗粒化の改善が見られたことから、

河床材料に関しては、少なくともダムの下流約 3km
程度まではダムの影響が及ぶものと考えられる。また、

阿木川に対する飯沼川の規模は 0.3 であることから、

本川に対し 3 割程度の規模をもつ支川であれば、本川

の粗粒化を充分に改善する効果を持つことが示唆さ

れた。 
2.3. まとめ 

ダム河川流程における物理環境の変化と底生動物

群集の変化を把握することを目的として、阿木川ダム

周辺における集中的な野外調査を行った。その結果、

(1)多くの物理環境因子の中でも、細粒河床材料に関

する因子（ダム下流では細粒分が減少し粗粒化が起こ

る）と、流下物量・組成に関する因子（ダム下では、

流下プランクトン量が増える）の 2 つは、ダムにより

相対的に大きな改変を受ける因子であるだけでなく、

後述する底生動物群集の変化に強く関わっている可

能性があること、(2)支川流入による細粒河床材料の

再供給は、ダム下流における粗粒化を効果的に改善す

ること、が明らかとなった。また、(3)底生動物群集

は、ダム・支川流入それぞれの影響を受け、「掘潜型・

携巣型」優占群集から「匍匐型・造網型」優占群集へ、

さらに「匍匐型・造網型・携巣型」優占群集へと変化

することが示された。これらの結果から、阿木川ダム

下流の河床環境・生態機能の劣化状況は、主として河

床材料・流下物量の改変に原因を帰していると考えら

れるが、これらの改変は、支川流入による細粒河床材

料の再供給などを通して、改善傾向にあると考えられ

る。 
しかし、本研究で対象とした阿木川・飯沼川は、地

質が主に風化花崗岩であるため、砂を多く運ぶ特徴を

持つ砂河川である。よって、本研究で見られた、河床

材料を介する物理環境・生態系修復効果は、砂河川だ

ったからこそ顕著であったのかもしれない。平成 18
年度の結果を、日本におけるダム河川流程の生態系劣

化状況の把握、または支川の物理環境・生態系修復効

果の把握などへと一般化するためには、砂河川ではな

いダム河川での野外調査や、規模・流入距離の異なる

支川を持つダム河川での野外調査を通し、複数のダム

河川調査で得られた結果を比較検討することが重要

であろう。よって、平成 19 年度以降は、このような

ダム河川間での比較を目指して、さらに野外調査を進

めていく必要がある。 
ダム下流における支川流入とは、土砂の常時の再供

給であるといえる。これに対し、土砂還元とは土砂の

一時的な再供給である。阿木川ダム周辺での調査結果

から、常時の土砂再供給は（単位時間あたりの供給量

はわずかであっても）充分な生態系修復効果を持って

いる可能性が示唆された。このことから、土砂還元事

業に効果的な生態系修復効果を持たせるためには、供

給期間やその回数、タイミングなどを充分に考慮する



必要があることが示唆された。 
 
3. 土砂供給量の多寡に伴う底生動物群集の変化 

3.1. 調査地概要と方法 

調査地として、岐阜県恵那市にある阿木川ダム（木

曽川水系・阿木川）周辺を設定した（図 2.1）。阿木川

ダムでは、阿木川ダムから約 2.8km 下流地点におい

て、支川である飯沼川が流入しており、支川による土

砂の再供給があることが報告されている 9)。また、阿

木川ダムでは、平成 17 年度を第一回目として、試験

的に年１回の土砂還元事業が行われてきており、平成

17 年度の土砂還元量は、ダム下流 2 地点で合計

1200m3である（図 2.1）。土砂は、安定して河川低水

位が保たれている初春（2 月末）に左岸側高水敷に設

置されるが（写真 3.1）、実際に土砂が下流へと流下・

還元されるのは、河川流量が増加する４月末以降を待

たねばならない。（阿木川ダム放流量記録から、平成

17 年度における土砂流下・還元は、5－6 月の高水時

であると考えられる）。還元土砂の粒度分布は D50 が

1.4mm（極粗粒砂）であり、砂が主たる材料となっ

ていた。 
この阿木川流程に 3 調査区・12 地点（UD:ダム上

流 4 地点、DD:ダム下流・支川流入前 4 地点、DC:ダ
ム下流・支川流入後 4 地点）、支川である飯沼川流程

に 1 調査区（TR:支川 4 地点）を設けた。DD には 2
つの土砂還元地点があり、それぞれは St.5 の約 100m
上流、St.7 の約 800m 上流に位置している。平成 19
年度は、これら調査区において還元土砂流下前の平成

17 年 3 月中旬（流量 1.3 m3・s-1・流況安定期、本研

究では「土砂還元前」と定義する）と還元土砂流下後

の平成 17 年 8 月下旬（流量 3.1 m3・s-1・流況変動期、

同様に「土砂還元後」と定義）に物理環境調査・生物

（底生動物）採集を行った結果を更に解析し、土砂還

元効果を抽出した。物理環境調査では、各調査地点の

平瀬においてコドラートを設定し（50×50 cm2、 n = 
3）、河床材料割合を主として、可能な限り網羅した環

境要因を測定した。また、掃流砂を主とする流下物量

についても測定した。これら環境要因の測定後、同コ

ドラート内の底生動物は 0.25 mm-mesh サーバネッ

トを用いて全て採集した。底生動物はすみやかにホル

マリン固定した後実験室へ持ち帰り、可能な限り細か

いレベルまで同定・分類し、個体数・タクサ数を測定

して後の群集解析に用いた。 
3.2. 結果と考察 

測定した環境要因のうち、河床材料割合・掃流砂量

以外の要因については、土砂還元前後で違いは見られ

るものの、調査区（ダム上流・ダム下流など）間での

違いの方が大きく、相対的に土砂還元の影響は小さい

と考えられた。よってここでは、土砂還元前後で顕著

な違いの見られた河床材料・掃流砂量についての結果

を述べる。昨年度の報告 9)と同様、各調査区の各河床

材料割合（巨礫から砂までを対象とする）を比較した

場合、土砂還元前後の両時期ともに、ダム下流（DD)
で細粒河床材料が少なくなり、支川合流後にその回復

が見られることが分かった。 
これを更に詳しく検討するため、土砂還元前のダム

下流（DD)において、河床に占める被度がきわめて小

さかった河床材料である砂に着目し、土砂還元前後の

各調査区間、および土砂還元地点のある DD 内調査地

点間において、河床に占める砂の割合・掃流砂量の比

較を行った（図 3.1）。その結果、土砂還元前後ともに、

全河床材料に占める砂の割合（％）は、ダム下流（DD)
において最も小さい値を示し、ダム下流と、ダム上流

（UD)・支川（TR)との間には有意な差が認められた。

写真3.1 土砂還元の状況：St.5の 100ｍ上流での土砂還

元の様子。高水敷に設置されている。 
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図3.1 河床に占める砂の割合(%)と掃流砂量：それぞれ、

全調査区間(UD、 DD、 DC、 TR)での比較と、DD内調査地

点間(Sts. 5、 6、 7、 8)での比較を示す。 



しかし、ダム下流以外の３地点、すなわちダム上流

（UD)・支川合流後（DC)・支川（TR)では、土砂還

元前後で砂の割合が減少しているにもかかわらず（こ

れは、流量の増加（1.3→3.1 m3・s-1）を反映したも

のと考えられる）、ダム下流においてのみ、砂割合の

増加が認められた（しかしこの増加具合は、ダム上

流・支川・支川合流後と同レベルになる程度ではなか

った）。また、DD 内調査地点間で比較すると、全地

点ともに土砂還元前後で砂の割合の有意な増加が認

められた。一方、掃流砂量は、調査区・DD 内調査地

点の全てにおいて、土砂還元前後で有意な増加が認め

られた。ただし、全ての調査区で増加が見られること

からも、これは土砂還元事業とは関係なく、両時期の

流量の違いによるものと考えられる。 
採集された底生動物のタクサ数は、土砂還元前後共

に、下流にいくに従い増加する傾向が見られ、タクサ

数に土砂還元の影響は殆ど見られなかった。底生動物

密度は、土砂還元前後で有意に減少し、ダム下流（DD)
での有意な密度増加は両時期ともに見られた（図 3.2）。
よって、密度に関する変化は、土砂還元が影響したと

考えるよりは、調査季節の違いによるものと考える方

が妥当であるだろう。機能摂食群についても同様で、

土砂還元前後において大きな違いは認められなかっ

た。 
各調査区の底生動物群集において、個体数上位５位

まで優占するタクサ（本報告では、これを優占タクサ

と呼ぶ）相は、土砂還元前後で変化を見せた。ｴﾘﾕｽﾘ

ｶ亜科は、両時期・全調査区で共通して優占していた。

また、時期ごとに、ﾌﾀﾊﾞｺｶｹﾞﾛｳ（3 月）およびﾕｽﾘｶ亜

科（8 月）は、全調査地点で共通して優占していたが、

これは土砂還元とは関係なく、季節的な変化であると

考えられる。調査区ごとにみてみると、両時期で共通

して優占するタクサとして、ダム上流（UD)ではﾅｶﾞ

ﾊﾅｺﾋﾒﾐﾐｽﾞ、ダム下流（DD)ではｳﾙﾏｰｼﾏﾄﾋﾞｹﾗがあげら

れる。支川合流後（DC)および支川（TR)では、両時

期に共通して優占するタクサは上記ｴﾘﾕｽﾘｶ亜科以外

に認められなかった。 
ところで、底生動物を生活型で分けた場合、何らか

の形で細粒河床材料（砂・小礫等）を利用するタクサ

（掘潜型および携巣型 5））が存在する。本研究で採集

された底生動物の中にもこれらは認めることができ、

土砂還元前の3月には、全170タクサ中37タクサが、

土砂還元後の8月には、全149タクサ中33タクサが、

これら「細粒河床材料利用タクサ」であった。また、

優占タクサの中にも細粒河床材料利用タクサは認め

られた。ダム上流（土砂還元前後共に）および土砂還

元前の支川で見られたﾅｶﾞﾊﾅｺﾋﾒﾐﾐｽﾞ（自由掘潜型）、

土砂還元前の支川合流後で見られたﾋﾒﾄﾋﾞｲﾛｶｹﾞﾛｳ（滑

行掘潜型）、土砂還元後のダム下流・支川合流後・支

川で見られたﾔﾏﾄﾋﾞｹﾗ属（携巣型）である。注目すべ

きは、土砂還元前のダム下流においては、優占タクサ

内にこれら細粒河床材料利用タクサが認められなか

ったのに対し、土砂還元後のダム下流にはﾔﾏﾄﾋﾞｹﾗ属

が認められ、しかも第１位の優占順位であったことで

ある。ﾔﾏﾄﾋﾞｹﾗ属は、主たる巣材として極粗粒砂（粒

径 1～2mm：片野・未発表データ）をゆるく綴った

携巣を持ち、匍匐移動して付着藻類を摂食する藻類食

者であり、著者らの知る限り、ダム下流において優占

したという報告はこれまでない。底生動物相の変化は、

環境要因の変化に対応していると考えられ、細粒河床

図3.2 調査区における底生動物密度と機能摂食群の内訳 

0

2

4

6

8

10

UD DD DC TR

濾過食者

採集食者

捕食者

刈採食者

破砕食者

(x
10

3
N

. 0
.2

5m
-2

)

前 後 前 後 前 後 前 後
0

2

4

6

8

10

UD DD DC TR

濾過食者

採集食者

捕食者

刈採食者

破砕食者

濾過食者

採集食者

捕食者

刈採食者

破砕食者

(x
10

3
N

. 0
.2

5m
-2

)

前 後 前 後 前 後 前 後

0

300

600

900

1200

UD DD DC TR

0
400
800

1200
1600
2000

St. 5 St. 6 St. 7 St. 8

全調査区間

DD内・調査地点間(N
. 0

.2
5m

-2
)

土砂還元前

土砂還元後

0

300

600

900

1200

UD DD DC TR
0

300

600

900

1200

UD DD DC TR

0
400
800

1200
1600
2000

St. 5 St. 6 St. 7 St. 8
0

400
800

1200
1600
2000

St. 5 St. 6 St. 7 St. 8

全調査区間

DD内・調査地点間(N
. 0

.2
5m

-2
)

土砂還元前

土砂還元後

土砂還元前

土砂還元後

土砂還元前

土砂還元後

図3.3 細粒河床材料利用タクサの全個体数 



材料利用タクサのダム下流における個体数増加は、土

砂還元による影響である可能性は大きいと考えられ

る。 
そこで、調査区間および DD 内調査地点間における、

細粒河床材料利用タクサの合計個体数を土砂還元前

後で比較した（図 3.3）。調査区間で比較した場合、ダ

ム上流を除く３調査区では、土砂還元後に細粒利用タ

クサ数が増加しており、その中でもダム下流の増加傾

向が極めて大きいことが分かる。また、ダム下流の調

査地点間を比較した場合、St.5 を除く３地点で土砂還

元後に細粒利用タクサが増加する傾向があり、ダム下

流では土砂還元前後で細粒利用タクサ数が有意に増

加するという結果が得られた。 
St.5 において、土砂還元前後で細粒利用タクサ数が

増えなかった（しかしこの減少傾向は有意ではない）

原因は、本研究では検証不能である。ただし、8 月と

いう時期が、実際の還元土砂流下時期（5～6 月）と

離れていたため、わずか 100m 上流に土砂が還元され

た Sｔ.5 からは還元土砂が既に流失・減少しつつあっ

た可能性があり、これが細粒利用タクサ増加がみられ

ない原因となったかもしれない。実際に、河床材料に

占める砂の割合割合をみても、St.5 は St.6 と比べわ

ずかに減少している。（また、実際、DD 内調査地点

別に優占種を見た場合、Sts.6、7、8 ではﾔﾏﾄﾋﾞｹﾗ属

が優占タクサであるのに（それぞれ４位、１位、２位）、

St.5 ではﾔﾏﾄﾋﾞｹﾗ属（14 位）および他の細粒利用タク

サは優占タクサとなっていなかった。）それに比べ、

St.7 と 8 は、上流 800m に設置された還元土砂だけ

でなく、St.5 の上流 100m（St.7 の 1.4km 上流にあ

たる）に設置された還元土砂の両方の影響を受けてい

る。還元された土砂の流下・伝播距離や時間が明らか

になっていない現在の時点ではあくまで推測に過ぎ

ないが、8 月の調査時点では、Sts.5、6 よりも Sts.7、
8 での方が、土砂還元の影響が大きかったのではない

だろうか。 
3.3. まとめ 

実際に土砂還元が行なわれているダムを対象に、土

砂還元前後の物理環境・生物相の変化を集中的に調査

することでその効果を検討し、以下の３点を結果とし

て得た。(1)ダム下流における河床材料の顕著な粗粒

化については、土砂還元後に砂の割合が増加するなど、

ある程度の改善が見られた。しかし、土砂還元による

と考えられるこの改善度合いは、ダム上流および支川

と同レベルになる程度ではなく、支川合流による改善

度合いの方が大きいことが示された。(2)土砂還元の

影響を受け、ダム下流の底生動物群集は土砂還元前後

で変化した。掘潜型・携巣型の生活型を持つ、細粒河

床材料利用タクサ（ﾔﾏﾄﾋﾞｹﾗ属など）は、土砂還元後

のダム下流において有意に増加し、優占種となること

が明らかとなった。また、還元地点の 1km 程度下流

では、土砂還元の効果はある程度の期間（２ヶ月間）

持続する可能性があるが、還元地点直下では２ヵ月後

には効果は薄れている可能性があることが示唆され

た。(3)土砂還元が底生動物に与える影響を評価する

場合、個体数やタクサ数等の比較的粗い指標を用いた

だけでは、土砂還元が底生動物に何らかの影響を与え

ているとは考えにくい。底生動物の生活型などを考慮

し、還元土砂を利用すると考えられるタクサを絞り込

み、そのタクサを指標として扱うことが必要と考えら

れる。 
これらの結果から、河床粗粒化・底生動物相の改変

等に代表されるダム下流生態系の劣化は、土砂還元事

業によってある程度改善されうることが客観的に検

証されたといえる。よって、土砂還元事業は、ダム貯

水池に溜まった堆積土砂対策としてだけではなく、近

年急務となっているダム下流の河川生態系機能の改

善に大きな役割を果たすだろうことが予測された。し

かしその一方で、本研究は、年 1 回の土砂還元事業の

効果は一時的なものであり、継続的な土砂の再供給を

もたらす支川流入による改善効果には及ばないこと

が示唆された。土砂還元事業に効果的な生態系修復効

果を持たせるためには、継続的な土砂供給が重要であ

ると考えられた。更に、適正な供給量・供給頻度につ

いて充分に考慮すべきであることが示唆された。 
 

4. 細粒土砂に関する指標種の抽出 
4.1. 調査地概要と方法 

調査地として、蓮ダム、比奈知ダム、安濃ダム（三

重県）、室生ダム、上津ダム（奈良県）、犬上川ダム、

永源寺ダム（滋賀県）の 7 ダム河川を設定した（図

図4.1 調査ダム河川と調査地点 
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4.1）。各ダム河川は、ダム下流数キロメートル以内に

流入する支川を持ち、その流入前後において河床の細

粒土砂量が変化することが予測されたので、調査地点

を流入口周辺に設定した。すなわち、支川流入の上流

地点（UT: upstream of tributary confluence）、支川

流入の下流地点（DT: downstream of tributary 
confluence）、支川（TR: tributary）の３つである。

また、ダムから 1km 以上下流に下って初めて最初の

支川が流入する蓮ダム、比奈知ダム、上津ダム、犬上

川ダムの 4 ダムにおいては、UT においてダムの影響

が軽減している可能性があるため、ダム直下（DD: 
downstream of dam）も調査地点に加えた。 
調査は 3 月末～4 月中旬までの間に行い、各調査地

点で河床環境測定と底生動物採集の両方を行った。

25×25cm のコドラートを３箇所設定し、各コドラー

トでは、水深流速、河床材料割合（巨礫・大礫・中礫・

小礫・砂）、底質粗度の測定を行った。0.25mm-mesh
サーバネットを使用し、コドラート内底生動物をすべ

て採集した。採集物はホルマリン固定した後に実験室

に持ち帰り、ソーティングの後に可能な限り細かいレ

ベルまで同定、個体数を測定して、後の解析に用いた。 
解析は、河床に存在する細粒河床材料の量に対し、

生息密度が良く反応する種を抽出し、それらから土砂

影響を予測できるモデルを構築することを目的とし

た。過去の文献などから、細粒河床材料を利用して生

活していると考えられる種（生活型が掘潜型・携巣型

に分類されるもの 5））を目的変数に、また、低質粗度・

砂被度・小礫被度（％）を説明変数（平均＝０、SD=1
に標準化）とした、一般化線形混合モデル（GLMM）

を用いて、予測式を構築した。GLMM とは、ランダ

ム効果と固定効果の混合モデルであり、ランダム効果

としてランダム切片や傾きを扱うことができる。

GLMM はポアソン分布を誤差分布として用い、7 ダ

ム間および、UT・DT などサイト間の効果を、階層

性のあるランダム切片とした。これにより、複数ダム

での様々な生息場所における、ある程度一般的な土砂

の影響を考慮することができると考えられる。固定効

果として砂割合、小礫割合、底質粗度の各要因を組み

込んだ。 
予備的に、負の二項分布モデルや GLM、ランダム

効果 1 つのモデルなども検討したが、GLMM を用い

た場合に AIC（赤池情報量基準）が最小となったため、

GLMM を採用することとした。例えば、ヤマトビケ

ラ科を例にあげると、ダムと調査地の効果を考慮した

GLMM ではうまく予測できているが、ランダム効果

１つのGLMMやGLMでは土砂環境要因によってヤ

マトビケラの個体数がうまく予測できていないこと

がわかる（図 4.2）。このことは複数ダムでの結果をま

とめる際に、GLMM などのランダム効果を考慮した

モデルを検討する必要があることを示唆している。 
4.2. 結果と考察 

GLMM で構築したモデルの結果、トビケラ・二枚

貝・甲虫など多くの分類群の種が、土砂指標モデルと

よくフィットし、指標種となる可能性があることが示

唆された（図 4.3）。その中でも色丸で示された、小礫

や砂などの中に潜って生息するシジミ科、トビイロカ

ゲロウ科、ヒメドロムシ科、また、砂を巣材として用

いるヤマトビケラ科、ヒメトビケラ科、グマガトビケ

ラ科の各種類では R2>0.7 となり、河床に存在する細

粒河床材料の量によって、その種の生息密度（分布）

をよく説明できることが明らかとなった。これら 6 種

の底生動物は、河床に存在する細粒河床材料の指標と

して扱える可能性が高い。そこで、実際にこれら 6 種

図 4.2 ヤマトビケラ科に対する各モデルの予測値と

実測値の関係：GLMM（ランダム効果 1 つ）はランダム

効果としてダム間の違いを含めている。 

GLMM GLMM(ランダム効果1つ) GLM (ランダム効果なし)

予測値

実
測

値

図 4.3 GLMM で構築された土砂指標種モデルの予測と

実測値の関係：色丸で示された種は、当てはまりがよい

種類を示す。 



が指標となりうるかどうかを、これまで我々が河床環

境と底生動物の調査を併せて行ってきた中部地方の

ダム河川 2 つ（阿木川ダム 10）および矢作第 2 ダム 11)）

においても GLMM を用いて検証した。その結果、6
種ともが土砂指標モデルと有意によくフィットした

ことから（図 4.4）、これら 6 種の底生動物が細粒河

床材料に関する指標種となりうることが示された。 
しかしここで指標種選定の条件として「見付けやす

く調査が容易であること」が重要である。このため河

床を掘り返さなければ発見できない掘潜型のシジミ

やヒメドロムシよりも、河床表面に生息する携巣型の

ほうが、見つけやすいという条件をより満たしている

と考えられる。また、その携巣型の中でも比較的大き

なサイズの携巣を持つヤマトビケラは、礫表面に分布

していることが多いため非常に見つけやすい。そのた

め、ヤマトビケラは細粒河床材料に関する指標種とし

て最も適していると考えられる。 
そもそも、ヤマトビケラ科は自然河川に広く分布す

る普通種で、どのような川にも普通に見ることができ

る（図 4.5）。しかしその一方で、ダム下流においては、

生息密度が非常に小さくなることが報告されている

種でもある 12)。この種は主たる巣材として極粗粒砂

（粒径 1～2mm：片野未発表データ）を用いること

から、生息場所にはある程度の細粒河床材料が存在し

ていることが必要であると考えられる。一方で、ヤマ

トビケラは付着藻類を強力に摂食する藻類食者であ

り、付着藻類がよく生える安定した大礫や巨礫などの

大きな河床材料も生息場所として必要であると考え

られる（細粒河床材料だけの河床では、餌である付着

藻類が不足する場合が多いと考えられる）。すなわち、

ヤマトビケラが普通に生息する状態は、河床に細粒か

ら粗粒までの河床材料が適度に揃う状態を指標して

いると想定できる。加えて、阿木川ダム下流での土砂

還元の前後で、ダム下流の底生動物相を調査した結果、

土砂還元前にはダム下流においてほとんど生息して

いなかったヤマトビケラが、土砂還元後には第１位の

優占種として生息するようになった（表 4.1）13)。こ

のことからも、ヤマトビケラは土砂還元による細粒河

床材料の増加に対し顕著に反応する種であり、指標種

として有用であることがうかがえる。 
4.3. まとめ 
土砂還元による細粒河床材料の増加を適切に指標

化できる指標種を抽出することを目的として、近畿地

方の複数のダム河川において野外調査および解析を

行った。なるべく多くのダム河川に適応できる普通種

であること、見付けやすく調査が容易・安価であるこ

と、河床に強く依存して生息することなどの条件から、

携巣型・掘潜型の底生動物を候補として挙げ、各種の

生息密度を目的変数に、河床の細粒河床材料を説明変

数とした GLMM による解析を行った結果、ヤマトビ

ケラが最も指標種として有用であることが示された。

平成 20 年度の成果からは、土砂還元に効果的な生態

系機能修復効果を持たせるため、ヤマトビケラの生息

密度を指標として、還元土砂量や還元頻度などを充分

に検討すべきであることが示唆された。ただし、解析

方法の特性により、ヤマトビケラ密度と細粒河床材料

量の具体的な数値の一致を明示的に示すまでは至っ

ていない。底生動物の中でヤマトビケラは指標種とし

て最も有用ではあるが、実際の指標種として扱うには、

今後新たなモデルを組むなどの手法により、あるヤマ

トビケラ密度が、どの程度の細粒河床材料量を意味し

ているのかを明示的に示せるようにする必要がある。

これは、今後の課題となると考えられる。 
 
5. 細粒土砂の被度と水生生物との関係 

図4.4 阿木川、矢作川でのデータを用いたGLMMで構

築された土砂指標種モデルの予測と実測値の関係  

図 4.5 ヤマトビケラ（右）と

その携巣（左）：携巣を脱がせた

状態で撮影。通常は体全体が巣

の中にある。バーは１㎜ 

表 4.1 阿木川ダムでの土砂還元前後における底生動

物優占種：還元前は3月中旬、還元後は8月中旬の個

体数ベースデータを示す。  

土砂還元前 土砂還元後

1位 エリユスリカ亜科 ヤマトビケラ

2位 アカマダラカゲロウ マダラカゲロウ属

3位 フタバコカゲロウ エリユスリカ亜科



5.1. 土砂還元時の砂被度の上昇と水生生物の応答 
 土砂還元地点から流出した還元土砂は当該地点の水

理量に応じて下流に流下する。既往の土砂還元を見る

と、還元土砂は下流河床に過度に堆積することはなく、

砂被度（河床に存在する砂の面積存在率）が著しく上

昇することはなかった。従って、本研究でも土砂還元

に伴う修復効果を砂被度の僅かな上昇を念頭に置き、

指標生物の抽出を行ってきた。しかし、土砂還元をよ

り多くのダムで実施した際には、還元土砂が下流河床

に堆積し、砂被度が著しく上昇する可能性もある。以

上から、今年度は砂被度上昇時の応答について既往の

研究、及び実験河川を用いた実験結果に基づき知見を

整理し、土砂還元によるダム下流域の生態系修復効果

の評価に資する。 
5.2. 実験河川を用いた細粒土砂の供給実験 
(1) 実験方法 
実験は平成21年 8月3日から10月7日の間に実験

河川 B、C の上流区間（長さ 100m）を用いて行った。

この区間の河床は大礫、巨礫が優占し、細粒土砂の割

合が少なく、ダム下流の河床状態と類似している。 
実験は３つのシリーズから構成される（表 5.1）。シ

リーズ I は大礫・巨礫の優占する河床を対象とし 8 月

3 日～8 月 16 日に、シリーズ II 及び III は、実験河川

B にのみ細粒土砂（本実験では中砂）を供給し、細粒

土砂の被度が高い実験河川 B と大礫・巨礫の優占する

実験河川 C を対象として 9 月 1 日～9 月 14 日（シリ

ーズ II）、9 月 24 日～10 月 10 日（シリーズ III）に行

った。流量はシリーズ I と II では 0.25 m3 s-1、シリー

ズ IIIは0.1 m3 s-1を基本として両河川の上流端に設置

してある転倒ゲートから供給した。シリーズII及びIII
における土砂供給はそれぞれ 8 月 18 日、9 月 16 日に

行い、それぞれ 80 m3、27 m3の細粒土砂（中砂）を

実験河川Bの実験区間上流に設置してある土砂供給区

間（長さ 50m）に重機を用いて敷設した（写真 5.1）。
敷設した土砂は転倒ゲートから供給される流水により

掃流され、下流の実験区間へと輸送される仕組みとな

っている。 
大礫・巨礫が優占する河床と細粒土砂が優占する河

床において底生動物、魚類相を比較し、細粒土砂の被

度が著しく上昇した場合の水生生物の応答を評価する

ため、物理環境調査（細粒土砂の被度調査、水深・流

速の測定）、底生動物調査、魚類調査を実施した。物理

環境調査は実験区間に任意に5箇所のコドラート

（50×50cm）を設置し、各コドラートにおける細粒土

砂の被度、コドラート中心点における流速・水深の測

定を行った。調査は各シリーズにおいて7回、隔日で

実施した。底生動物は縦断的にランダムに４つのコド

ラート（25cm×25cm）を設定し、コドラート内に生

息するすべての底生動物を、サーバネット等を用いて

採集し、ホルマリンで固定した後、可能な限り種レベ

ルまで同定し、個体数及び湿重量を計測した。魚類調

査は実験区間の上流端と下流端を網で仕切った後、電

気ショッカーを用いて実験区間の下流から上流に向か

表 5.1 実験条件 

写真 5.1 砂投入の状況と砂の掃流状態 

シリーズⅠ シリーズⅡ シリーズⅢ

8/3～8/16 9/1～9/14 9/24～10/10
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s

-1
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3
s
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3
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図 5.1 実験河川B及びCにおける砂被度（上段）、 

流速（中段）、水深（下段）の平均値と標準偏差 
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って3回採捕を実施した。採捕した魚類は魚種を同定

し、3回の採捕が終了した段階で、実験区に再度放流

した。底生動物、魚類調査はシリーズIにおいて2回、

シリーズII、IIIにおいて各1回実施した。 
(2) 物理環境調査結果 
 最初に砂被度の時間変化を示す（図 5.1）。土砂供給

を実施する前のシリーズ Iにおける砂被度は 10%以下

で推移したが、実験河川 B に砂供給を行ったシリーズ

II では B 河川の砂被度が上昇し 20～40%程度となっ

た。また、引き続き砂供給を行ったシリーズ III では

40～50%で推移し、砂供給に伴う砂被度の著しい上昇

が確認できた。両シリーズにおける砂被度は平均的に

異なり、また、同一シリーズ内においても砂被度は一

定に維持されていなかった。これは、シリーズ II（0.25 
m3 s-1）とシリーズ III（0.1 m3 s-1）における流量に差

があったこと、また、供給土砂量を時間的に一定に制

御できなかったことに起因している。特に、シリーズ

II は流量が相対的に大きかったため、シリーズ II の実

験途上において供給土砂が枯渇・減少し、砂被度が低

下した可能性が高い。実験時間中の流速と水深を見る

と（図 5.1）、流速はシリーズ I で同程度を示すが、シ

リーズ II では砂供給を行った実験河川 B において相

対的に高く、シリーズ III では流量減少に伴う流速の

減少が見られたが、流速は実験河川 B において相対的

に高い状態が維持された。水深はシリーズ I では同程

度だが、シリーズ II では砂供給の無かった実験河川 C
において高く、シリーズ III では流量減少に伴う水深

の減少が見られたが、実験河川 C において相対的に水

深が高い状態は維持された。これは、砂供給に伴う砂

被度の増加により河床粗度が減少し、実験河川 B にお

ける流速の増加と水深の減少が生じた結果と考えられ

る。なお、シリーズ II、III において時間的に水理量

が変化するのは実験河川に水を供給する新境川におけ

る流量の増減の影響である。 
(3) 底生動物調査結果 
底生動物は98種が確認され、タンスイカイメン科、

サンカクアタマウズムシ科、ユスリカ科（ナガレユス

リカ属、ツヤユスリカ属、ヌカユスリカ属等）、コガタ

シマトビケラ属が優占した。図 5.2～5.4 に底生動物

密度、種数の変化を示す。ただし、底生動物密度につ

いては、個体数の計数が困難な種で、密度が大きかっ

たタンスイカイメン科は湿重量で示し（図 5.3）、それ

以外の種は個体数で示した（図 5.2、5.4）。クラバ科

及びチャミドロコケムシについても湿重量で計測され

たが、出現頻度や密度が小さかったため、ここでは割

愛した。 
底生動物密度は、細粒土砂供給前のシリーズ I(1)(2)

においては、実験河川 B、C 間に違いはみられないが、

供給後のシリーズ II、III では違いがみられ、実験河

川 C では、タンスイカイメン科及びその他の密度が増

加したのに対して、土砂供給を行った実験河川Bでは、

タンスイカイメン科は減少し、その他の密度について

も実験河川 C より小さかった。また、種数は両河川で

違いはみられないが、生活型で群集を区分すると実験
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河川Ｂではタンスイカイメン科の減少を反映し、固着

型の割合が減少し、また、掘潜型（主にツヤユスリカ

属及びナガレユスリカ属）が増加した（図 5.5)。固着

型はダム直下流に多く出現することで知られるが、砂

被度の上昇は固着型の底生動物の減少に寄与するよう

である。また、掘潜型は細かい河床材料に潜り込む、

あるいは、細かい河床材料の中にチューブ状の巣を作

り、その巣の中で生活するため細かい河床材料の存在

や量が生息密度に関与していることが知られている。

砂被度上昇は生息場の増加を介して掘潜型の底生動物

の増加に寄与しているものと考えられた。 
今回の実験は、土砂供給から約 50 日後までの経過

を捉えたものであるが、土砂供給後、底生動物は速や

かに応答し、ダム直下で多く見られる固着型の減少、

掘潜型の増加が確認できた。 
(4) 魚類調査結果 
 砂被度に対する魚類調査結果を示す（表 5.2）。魚種

数を見ると、シリーズ I における実験河川 B の 18、
実験河川 C の 16 種類であるのに対して、シリーズ III
では両河川とも 9 種類に魚種数が減少した。従って、

魚類相の変化は砂被度の増加に伴う影響よりも季節要

因に伴う影響がより大きいことが理解できる。魚種の

増減を見ると、シリーズ I において優占していたオイ

カワ、モツゴ、ヨシノボリ類、タモロコ、フナ属の内、

シリーズ II では両河川においてフナ属、モツゴの減少

が確認され、シリーズ III においても個体数の回復は

見られなかった。また、ヨシノボリはシリーズ II、III
において増加する傾向を示した。一方、カマツカはシ

リーズ II において実験河川 B のみで増加し、シリー

ズIIIでは実験河川Cでも個体数の増加が確認できた。

以上から、シリーズ I において優占した魚種の多くは

季節要因により減少したと考えられるが、唯一砂河床

を好むカマツカだけは実験河川Bにおいて増加する傾

向を示し、砂被度上昇に伴う魚類の応答と考えられた。

また、砂被度の増加に伴い河床間隙の減少の影響を受

けると考えられたヨシノボリ類に顕著な減少が見られ

なかった。 
 次に多様度指数（H’）の変化を見ると（図 5.6）、実

験河川 C はシリーズ I の 2 回目の調査から 1.2～1.3
程度で推移したが、実験河川 B はシリーズ I では 1.5
程度、シリーズ II では 1.4 程度、シリーズ III では 1.2
程度となり、実験河川 C とは異なり減少する傾向を示

した。 
このように、魚種別の個体数増減は砂被度の変化に

季節要因が加わったためカマツカ以外の魚種の明確な

傾向を認めることができなかった。しかし、多様度指

数を見ると、実験河川 C における多様度指数が同程度

で推移するのに対し、実験河川 B ではシリーズ毎に減

少する傾向が見られた、また、シリーズ II と比較して

シリーズ III において砂被度が上昇していることから

砂被度の増加が 40～50%のレンジに達すると砂河床

に好適な種の増加・不適な種の減少が生じ、多様度指

数が減少する可能性がある。 
5.3. まとめ 

 砂被度が上昇した場合の底生動物と魚類の応答に関

する実験河川における実験結果を説明した。底生動物

については掘潜型の増加が見られ、これらの結果は事

例報告に留まり、底生動物及び魚類の生息が困難とな

る閾値の設定については引き続き同様の検討を行う必

要がある。 
 
6. 土砂還元の評価手法の提案 
6.1. 調査デザイン 
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表 5.2 各シリーズにおける推定魚類個体数 

B河川 C河川 B河川 C河川 B河川 C河川 B河川 C河川
ｱﾕ 1 5 2 4 4 4 0 0
ｲﾁﾓﾝｼﾞﾀﾅｺﾞ 1 0 0 0 0 0 0 0
ｳｷｺﾞﾘ 0 0 1 0 0 0 0 0
ｳｸﾞｲ 4 1 0 0 0 0 0 0
ｳﾅｷﾞ 0 0 0 1 1 0 0 1
ｵｲｶﾜ 818 419 487 335 522 190 192 583
ｵｵｸﾁﾊﾞｽ 0 5 1 0 0 0 0 0
ｶﾈﾋﾗ 51 20 0 0 0 3 3 0
ｶﾏﾂｶ 6 77 10 29 116 11 96 63
ｺｲ 12 1 3 0 0 0 0 0
ｼﾏﾄﾞｼﾞｮｳ類 6 3 1 0 0 25 18 99
ｽｺﾞﾓﾛｺ類 1 0 0 0 0 0 0 0
ｽｼﾞｼﾏﾄﾞｼﾞｮｳ 0 0 0 2 0 0 0 0
ｾﾞｾﾞﾗ 0 0 1 0 0 0 1 0
ﾀｲﾘｸﾊﾞﾗﾀﾅｺﾞ 4 0 6 0 0 0 0 0
ﾀﾓﾛｺ 119 96 134 48 152 57 47 139
ﾄﾞｼﾞｮｳ 8 8 7 1 1 5 0 24
ﾅﾏｽﾞ 3 4 0 2 0 3 0 1
ﾆｺﾞｲ 0 1 0 1 17 1 5 0
ﾋｶﾞｲ類 1 1 0 1 1 2 0 0
ﾌﾅ属 61 11 76 10 0 3 0 0
ﾌﾞﾙｰｷﾞﾙ 7 0 0 0 0 0 0 0
ﾓﾂｺﾞ 142 45 98 13 15 0 4 2
ﾖｼﾉﾎﾞﾘ類 98 133 135 278 273 324 565 729
確認魚種数 18 16 14 14 10 12 9 9
個体数合計 1,343 846 976 739 1,112 640 940 1,650

魚種
シリーズⅠ シリーズⅡ シリーズⅢ

8月3日 8月16日 9月16日 10月13日

図 5.6 シリーズ I～III における多様度指数の変



(1) 評価対象区間の捉え方 
 今までの研究成果から、ダム下流の支川合流点下流

においては支川からの土砂供給が生態系の劣化を抑制

することが示されている。本研究は最初に合流する支

川の効果のみを扱っているが、本川に対する土砂供給

量は支川合流に伴い不連続的に増加していくことを考

えると、ダム下流の影響は支川合流により段階的に緩

和される可能性が高い。以上から本研究では、ダム直

下から最初の支川合流地点まで、もしくは、支川合流

点から次の支川合流点までを一つのセグメントとして

捉え、ダムによる生態系の劣化と土砂還元の効果を評

価するための一つの空間単位と捉える。 
 土砂還元を実施する際には、土砂還元箇所が位置す

るセグメントを最初の評価対象とし、必要に応じて順

次下流のセグメントを評価対象区間として選定する。

ただし、支川合流によりダム下流の生態系劣化の程度

が緩和されていくこと、流速・水深・河床材料といっ

た環境要因そのものが変化する可能性があること、更

に、水質汚濁負荷の流入等のようにその他の人為的イ

ンパクトを受ける可能性があることから、土砂還元の

効果の検出は下流のセグメントになると難しくなるこ

とに留意する。 
(2) BACI デザインに基づく調査デザイン 14) 
 土砂還元の影響を受ける「インパクト区」とした場

合、土砂還元実施前後のインパクト区における事前・

事後比較は、土砂還元効果を評価する上で重要な情報

となる。しかし、ある地点の事前・事後比較は、人為

的インパクト以外の要因に伴う影響、自然現象が本来

有している時間変動の影響を受ける可能性があり、こ

れを回避するための調査デザインが求められる。具体

的な回避方法として以下の 2 つが考えられる。 
① 対象とするインパクト以外の要因を除去するた

めインパクト区とは別にコントロール区を設定

し、２つの区間の事前・事後の比較、すなわち、

Before After Control Impact（以下、BACI）デ

ザインとする。 
② 現象の時間的な変動に伴う影響を除去するため、

時間的に繰り返しを取る。 
 BACI デザインは自然環境に対する人為的な影響の

抽出を目的とした調査デザインである。インパクト区

の変化は対象とする人為的インパクト以外の要因（例

えば、気温変動、洪水・渇水等によって変化するため、

インパクト区のみによる事前・事後調査ではインパク

ト以外の要因を除去できないため可能性が高い（図 
6.1(A)）。このため、別途コントロール区を設定し、事

前・事後における両区の差異の変化からインパクトの

影響を評価することが求められる（図 6.1(B)）。この

際、時間的な変動の影響を除去するために、インパク

ト区とコントロール区における調査を同期させて、時

間的な繰り返しが取れるようなデザインとすることが

望ましい（図 6.1(C)）。 
 コントロール区の設定はダムの影響が小さく、ダム

の影響が無かった時期のインパクト区における物理特

性（河川規模、河床勾配、河床材料の粒径、渓畔林の

鬱閉度等）、生物群集と類似している区間に設定すると、

効果の検出だけでなく、インパクト区とコントロール

区の指標の乖離度（例えば、両区の生息密度の差異）

指
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例，渇水の影響により
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図 6.1 インパクト区とコントロール区の空間配置 

図 6.3 調査サイトとサンプリング地点の設定の考え
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の意味を理解しやすくなる。この際のコントロール区

はリフェレンス区としての意味を有し、土砂還元を実

施する際の基準となる。ただし、どのようにコントロ

ール区を設定しても、インパクト区とコントロール区

における生物群集は同一とはならないため、コントロ

ール区の指標値そのものが目標とならない点に留意す

る必要がある。また、コントロール区の砂被度が著し

く高い場合には、この状態に近づけることにより多様

度指数の低下、有用魚種の減少等の問題が生じる可能

性があることに留意する。 
コントロール区は支川やダム上流域に設定するこ

とが多いが、同一流域内において適切なコントロール

区が見つかれない場合には隣接する他の流域において

コントロール区を設定する（図 6.2）。また、土砂還元

の効果は土砂還元地点からの距離によって効果が異な

る可能性が高いため、一つのセグメントに複数区設定

すると良い（図 6.3）。 
 インパクト区、コントロール区の設定が終了したら、

次に調査サイトとサンプリング地点の設定を行う。調

査サイトは瀬に設定し、一つの調査サイトに 3～4 の

サンプリング地点を設けて空間的な繰り返しを取る。 
6.2. 調査時期及び調査回数 
 調査回数は年 2 回もしくは 1 回とする。年 1 回の場

合は冬季(12～3 月）に行うことがのぞましい（夏季の

水生昆虫は、体サイズの小さい個体が多く精度の高い

同定が困難と予想されるため）。また、利水目的を含む

ダムでは、冬季は流況が安定することが多く、ダムと

しての影響が顕著である時期に調査を行うことになる。 
年 2 回調査が可能な場合には、冬季と夏季とする。た

だし、夏季の調査は、台風等出水後（大規模な放流後）

は避け、流況の安定している時期に実施する。 

6.3. 調査方法 
 コドラートにおける調査は指標種調査、流速・水深

調査、河床材料の測定、の順番で実施する 15)。 
(1) 指標種調査 
 設定した指標種「ヤマトビケラ」の個体数を把握す

るため、設定したコドラート設置箇所に 50cm×50cm
のコドラートを設置し、河床表層からヤマトビケラの

巣を見つけこれを計数する（写真 6.1）。 
(2) 流速・水深の測定 
コドラートの 4 隅において流速（6 割水深）と水深

の測定を行う。水深は時間変動が大きいため、最低で

も 3 回実施し、その平均値として整理する。4 隅の流

速・水深は平均値として表し、当該コドラートの値と

する。 
(3) 河床材料調査 
 河床材料調査においては粒径別の河床材料の面積

占有率を明らかにするため、コドラート内の河床材料

を巨礫、大礫、小礫、砂に区分し、それぞれの面積占

有率を百分率で測定する。測定に際しては、コドラー

トを 25cm×25cm の区画に 4 等分し、それぞれにおい

て面積占有率を測定し、これを合計すると測定が容易

になるだけでなく、測定精度が上昇する（写真 6.2）。 
6.4. BACI デザインに基づく分析と評価 
6.4.1. 物理環境調査結果の整理 
測定した物理環境調査結果については、河床材料、

流速、水深土砂還元前後におけるインパクト区、コン

トロール区における平均値と標準偏差を算出し、サイ

ト間における平均値の差を確認する。他のサイトと比

較して平均値が著しく大きい、もしくは、小さい場合、

また、標準偏差が大きい場合には、指標種の生息可能

域を外れたサンプリング地点を含む可能性がある。こ

の場合は、当該サンプリング地点における指標種の調

査結果を確認し、指標種の個体数等の値が外れ値にな

っている場合は当該データを除外する等の措置が必要

である。 
6.4.2. 土砂還元効果の評価 
 土砂還元の効果は時間（事前・事後）、インパクト区

とコントロール区を要因とする分散分析によって行う。

この場合、事前・事後で土砂還元の効果が現れるのは

インパクト区のみであるが、その場合、時間的に限定

された効果として現れるか（Pulse 型）、比較的長い期

間に渡り効果が維持されるか（Press 型）かによって

効果の検出方法が異なる（表 6.1、図 6.4）。Press 型
の効果が検出された場合には土砂還元に伴い供給され

た細粒土砂が対象区間に長期間留まったことを意味し、

写真 6.1 ヤマトビケラの素材の状況 

水深の測定 河床材料割合の観察流速の測定水深の測定 流速の測定

写真 6.2 物理環境調査の手順 



土砂還元が効果的であったことを示すが、Pulse 型と

して検出される場合には、細粒土砂が洪水等によって

流出し、効果が短期間しか維持されなかったことを意

味する。この場合、土砂還元の量、頻度に課題がある

と捉え、土砂還元手法を再検討することが必要となる。 
(1) Pulse 型のケース 
土砂還元に伴い指標種の個体数等がある一時期の

み上昇する場合は、事前・事後（B）×インパクト区・

コントロール区（L）の交互作用（B×L）は認められ

ないことが多い。このため、インパクト区における事

前・事後のそれぞれについて時間経過に伴う交互作用

（T(Aft)×I）を算出し、土砂還元効果を検出する。こ

の場合は、T(Aft)×C の交互作用の有無により検出方法

は 2 つに区分される。(1)コントロール区においてイン

パクト後の経過時間に関する交互作用が認められない

場合には（F=VT(aft)-C / Veが有意でない）、インパクト

区における①インパクト後の経過時間に関する交互作

用が認められ（F=VT(aft)-I / Ve が有意）、かつ、②イン

パクト前の経過時間に対する交互作用に対するインパ

クト後の交互作用が大きい（F=VT(Aft)-I / VT(Bef)-I が有

意）場合に、土砂還元の効果を認めることができる（図 
6.4(1)のケース）。一方、(2)コントロール区においてイ

ンパクト後の経過時間に関する交互作用が認められる

場合には（F=VT(aft)-C / Veが有意）、①インパクト区に

おけるインパクト後の経過時間に対する交互作用がコ

ントロール区のインパクト後の交互作用に対して大き

く（F=VT(Aft)-I / VT(Aft)-Cが有意）、②インパクト区にお

けるインパクト後の経過時間に対する交互作用がイン

パクト前の経過時間に対する交互作用大きく

（F=VT(Aft)-I / VT(Bef)-Iが有意）、③コントロール区にお

けるインパクト後の経過時間に対する交互作用に対す

るインパクト前の交互作用が大きい（F=VT(Aft)-C / 
VT(Bef)-Cが有意）場合に、土砂還元の効果を認めること

ができる（図 6.4 (2)のケース）。 
(2) Press 型の場合 
土砂還元の効果が長期間維持され、指標種の個体数

増加が長期間安定している場合には、T(B)×L すなわ

ちインパクト前後における経過時間に対するコントロ

ール区、インパクト区の交互作用は認められないこと

が多いため、B×L から土砂還元の効果を検出する。こ

の場合は、B×C の交互作用の有無により検出方法は 2
つに区分される。(3) B×C が有意でない（F=VB-C / Ve

が有意）場合には B×I が有意であれば（F=VB-I / Veが

有意）土砂還元の効果を有意と認めることができる（図 
6.4(3)のケース）。(4)B×C が有意な場合には、B×C に

対して B×I が大きければ（F=VB-I / VB-Cが有意）土砂

還元の効果を有意と認めることができる（図 6.4(3)の
ケース）。 
6.5. まとめ 

 土砂還元効果の定量的な評価推定手法を確立するこ

とを目的として、BACI デザインに基づき土砂還元を

実施した際の効果の評価手法を Pulse 型、Press 型に

区分して概説した。BACI デザインに基づく土砂還元

評価手法を整理し、調査から効果推定に至るプロセス

を明示した。本手法を適用することで、土砂還元の効

果だけでなく、効果の継続時間の判定が可能となる。 
 
7. おわりに 
本研究ではダム下流域における河川生態系の劣化

を抑制することを目的として実施される土砂還元の

効果を定量的に評価する手法を確立することを目的

自由度 平均平方和
土砂還元前後 =B 1 V Before-After

時期間 =T(B) 2(t-1) V T(B)

サイト間 =L (l-1) V L

インパクト区とコントロール区 =I 1 V I-C

コントロール区内 =C (l-2) V AC

B × L (l-1) V B-L

B × I 1 V B-I

B × L (l-2) V B-L

T(B) × L 2(t-1)(l-1) V T(B)-L

T(Bef)×L (t-1)(l-1) V T(Bef)-L

   T(Bef)×I (t-1) V T(Bef)-I

   T(Bef)×C (t-1)(l-2) V T(Bef)-C

T(Aft)×L (t-1)(l-1) V T(Aft)-L
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T(Aft)×C T(Aft)×I
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(1)T(Aft)×C →有意でない注1)

(2)T(Aft)×C →有意である注1)

①F=VT(Aft)×I / Ve →有意である
②F=VT(Aft)×I / VT(bef)×I →有意でない注2)

①F=VT(Aft)×I / VT(aft)×C →有意である
②F=VT(Aft)×I / VT(bef)×I →有意である注2)

③F=VT(Aft)×C / VT(bef)×C →有意でない注2)

(3)B×C →有意でない注1)

(4)B×C →有意である注1)

Ⅱ：T(B)×L → 有意でない場合（Press型）注1)

Ⅰ：T(B)×L → 有意である場合（Pulse型）注1)

①F=VB×I / Ve →有意である

②F=VB×I / VB×C →有意である

注1)残差の平均平方和に対するF値を検定統計量とする。
注2）両側検定とする

表 6.1 BACIデザインに基づく分散分析表 

図 6.4 BACIデザインにおける 

データセットの例と分析の進め方 



として、1)～3)の項目について研究を実施する。1)ダ
ム下流域における生態系劣化状況を、底生動物群集を

対象として明らかにする。また、底生動物群集と環境

要因との関係解明に基づき 2)土砂供給量減少に伴う

指標生物を抽出する。最終的に 3)土砂還元の定量的な

効果推定手法を確立する。以下に結果を示す。1)ダム

下流の地点では、細粒河床材料の減少・粗粒化が顕著

に見られたが、ダム下流で流入する支川合流後は、支

川により細粒河床材料が再供給されて粗粒化が改善

していた。また、ダム下流の底生動物群集は、個体数

の著しい増加にもかかわらず群集の種多様性は低か

ったのに対し、支川流入後の底生動物群集はタクサ数

の増加により種多様性の増加がみられた。細粒河床材

料と、流下物量・組成に関する因子の２つは、底生動

物の群集変化に強く関わっている可能性があること

が示された。2)なるべく多くのダム河川に適応できる

普通種であること、見付けやすく調査が容易・安価で

あること、河床に強く依存して生息することなどの条

件から、携巣型・掘潜型の底生動物を候補として

GLMM による解析を行った。この結果、ヤマトビケ

ラが最も指標として有用であることが示された。3)
ダム直下から支川合流地点、支川合流地点間を評価対

象のセグメントと捉えて、評価対象となるセグメント

を選定し、対象セグメント内の土砂還元地点下流にお

いてインパクトサイトを設置すること、また、

BACI(Before After Control Impact)デザインに基づ

きコントロールサイトを支川等に設置する必要性を

述べた。また、二元配置の分散分析に基づき土砂還元

効果を推定する手法について述べた。 
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